
平成２５年１２月１０日（火）

施策番号 具体的施策 実施時期 担当省庁等
ヒアリング
対象省庁等

ヒアリング項目

87

消費者庁のリーダーシップのもと、関係省庁、学識経験者、消費者団体、教育関係者等をメ
ンバーとする「消費者教育推進会議」を開催し、これまでに蓄積された研究・実践の成果を生
かして小学生から大学生、そして成人に至るまでの各ライフステージに応じた消費者教育を、
様々な主体が連携して体系的に進める体制を確立します。推進会議において取りまとめた
「消費者教育推進のための課題と方向」を踏まえ、消費者庁、文部科学省及び関係省庁によ
る消費者教育の充実を図ります。
また、消費者教育に関する法制の整備について検討を行います。

一部実施済み。
「消費者教育推進のた
めの課題と方向」を踏
まえた関係省庁による
消費者教育の充実は、
継続的に実施します。

消費者庁
文部科学省
関係省庁等

87-2
消費者教育の推進に関する基本的な方針案について、消費者教育推進会議などから意見を
聴き、基本方針を策定します。その基本方針に基づき、引き続き、消費者教育推進会議を開
催し、消費者教育の総合的、体系的かつ効果的な推進を検討します。

継続的に実施します。

消費者庁
文部科学省
関係省庁等

90
消費者庁及び文部科学省が密接に連携し、消費者教育を推進するために、地方公共団体に
おいて教育委員会と消費者行政担当部局との連携を図るなど消費者教育の推進体制の整
備を促進します。

継続的に実施します。
消費者庁

文部科学省

92
学校教育及び社会教育における取組状況調査、ヒアリング調査等を実施し、必要に応じて事
例集の更新を行います。

継続的に実施します。
文部科学省

93

新学習指導要領において、消費者教育に関する内容が充実されたことを踏まえ、新学習指導
要領の周知徹底、教科書の充実や関係省庁の副教材の作成・配布への協力等を行います。
また、学校における消費者教育推進のための調査研究の実施や学校における消費者教育に
関する協議会の開催、指導事例集の作成などを通じて新学習指導要領を踏まえた消費者教
育の充実を図ります。

継続的に実施します。 文部科学省

94

新学習指導要領の内容を反映した副読本や教材などの作成、担当省庁、国民生活セン
ター、金融広報中央委員会が有する情報や知識を活用した教育・啓発事業及び教員の指導
力向上を目指したセミナーの開催等については、文部科学省や教育委員会と連携を図るとと
もに、外部の専門家などの協力も得ながら、学校における消費者教育に対する支援を行いま
す。

一部実施済み。
継続的に実施します。

消費者庁
金融庁
総務省
法務省

関係省庁等

95
大学生等に対する消費者問題の情報提供及び啓発を行うとともに、大学等及び社会教育に
おける消費者教育の指針の普及・啓発を継続して実施します。

継続的に実施します。 文部科学省

96

担当省庁、国民生活センター、金融広報中央委員会が有する情報や知識を活用した消費者
教育用教材等の作成・配布、出前講座の実施、又は地域で開催される講座等への講師派遣
などを行い、社会教育施設等地域における消費者教育の推進を行います。
特に、金融経済教育は、消費者教育の重要な要素であることから、金融経済教育の内容を
消費者教育の内容に盛り込むとともに、金融経済教育と連携した消費者教育を推進すること
が重要です。

継続的に実施します。

消費者庁
公正取引委

員会
金融庁
法務省

文部科学省

97
教育関係者、消費者団体・NPO、企業・事業者団体等の多様な主体の参画・連携による消費
者教育のための連携の場を創設するとともに、連携の際の役割分担や取組手法について検
討し、その成果を全国的に情報提供します。

一部実施済み。
継続的に実施します。

消費者庁
文部科学省

98
社会教育主事に対する研修の実施や大学等及び社会教育における消費者教育の指針の普
及・啓発を通じて、公民館等の社会教育施設における消費者教育の推進を図ります。

継続的に実施します。 文部科学省

・「消費者安心戦略」において、
平成25年９月から「消費者被害
防止対策」の在り方を検討する
予定としているが、消費生活相
談員資格や地域の見守り体制に
ついての検討方針について説明
されたい。

消費者
教育

消費者庁
文部科学省

・「基本方針」に基づく取組の具
体化、実施状況について説明さ
れたい。

消費者基本計画の検証・評価・監視に係る関係省庁ヒアリングの対象施策等

●共通で説明を求める事項
　・各施策の概要、これまでの取組状況、成果
　・今後の取組方針、課題

地方消
費者行
政

121
・

122

①　地方消費者行政活性化・消費生活相談体制の強化について、「地方消費者行政の充実・
強化のための指針」に基づく施策を推進し、引き続き地方消費者行政の充実・強化に取り組
みます。

②　地方消費者行政推進本部において、知事や市町村長のリーダーシップの下で進められる
取組を支援するとともに、研修の充実などを通じた担当職員の一層の専門性の向上などに取
り組みます。

③　「東日本大震災」で被害を受けた地方公共団体のバックアップに取り組みます。

④　消費生活センターの法制上の位置付けや適正な配置、相談員の配置や処遇などの望ま
しい姿や、地方との役割分担等を踏まえた国による人材面、ノウハウ面、情報面、財政面な
どの支援、連携、協働の在り方について、地域住民の意思に基づく充実強化が図られるよう、
地方分権改革の理念を踏まえ、地方消費者行政・消費生活相談体制の実態調査や消費者
委員会における審議結果なども参考とし、全般的に検討を行います。

⑤　平成26年度以降においても地方消費者行政における地方公共団体の積極的な取組を下
支えする支援の在り方を検討するとともに、財源の確保に向けて検討を行います。

⑥　基金等の活用期間に関する一般準則による地方公共団体への支援の方針を明示すると
ともに、基金等により整備した消費者行政体制の維持・充実のための方策についての中長期
的な観点からの検討及びその結果に基づく所要の対応を行います。

①継続的に実施しま
す。

②及び③：引き続き実
施します。

④及び⑤：引き続き検
討します。

⑥継続的に実施しま
す。

消費者庁
関係省庁等 消費者庁
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